
 

 

 

 
 

 

 

 

 

第77期決算公告 
平成22年６月28日   
 東京都千代田区九段南一丁目３番１号

 株式会社 あおぞら銀行
 代表取締役社長 ブライアン Ｆ．プリンス
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貸借対照表（平成22年３月31日現在） 
 

 （単位：百万円）
 科 目 金 額 科 目 金 額 

（負 債 の 部）  
預 金 2,958,396 

当 座 預 金 48,565 
普 通 預 金 312,226 
通 知 預 金 8,861 
定 期 預 金 2,559,355 
そ の 他 の 預 金 29,388 

譲 渡 性 預 金 141,550 
債 券 562,122 

債 券 発 行 高 562,122 
コ ー ル マ ネ ー 100,049 
債券貸借取引受入担保金 103,825 
特 定 取 引 負 債 204,905 

特定取引有価証券派生商品 0 
特 定 金 融 派 生 商 品 204,905 

借 用 金 266,200 
借 入 金 266,200 

外 国 為 替 1 
外 国 他 店 預 り 1 

社 債 91,192 
そ の 他 負 債 154,778 

未 払 法 人 税 等 465 
未 払 費 用 27,731 
前 受 収 益 791 
先 物 取 引 差 金 勘 定 6 
金 融 派 生 商 品 42,493 
リ ー ス 債 務 1,545 
そ の 他 の 負 債 81,744 

賞 与 引 当 金 1,847 
退 職 給 付 引 当 金 15,350 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 182 
オフバランス取引信用リスク引当金 2,016 
支 払 承 諾 25,062 
負 債 の 部 合 計 4,627,482 

（純 資 産 の 部）  
資 本 金 419,781 
資 本 剰 余 金 33,333 

資 本 準 備 金 33,333 
利 益 剰 余 金 95,286 

利 益 準 備 金 7,886 
そ の 他 利 益 剰 余 金 87,399 

繰 越 利 益 剰 余 金 87,399 
自 己 株 式 △  15,650 
株 主 資 本 合 計 532,750 
その他有価証券評価差額金 2,864 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 3,276 
評価・換算差額等合計 6,140 

（資 産 の 部） 

現 金 預 け 金 

現 金 

預 け 金 

コ ー ル ロ ー ン 

買 入 金 銭 債 権 
特 定 取 引 資 産 

特定取引有価証券派生商品 

特 定 金 融 派 生 商 品 

金 銭 の 信 託 

有 価 証 券 

国 債 
地 方 債 

社 債 

株 式 

そ の 他 の 証 券 

貸 出 金 

割 引 手 形 
手 形 貸 付 

証 書 貸 付 

当 座 貸 越 

外 国 為 替 

外 国 他 店 預 け 

そ の 他 資 産 
前 払 費 用 

未 収 収 益 

金 融 派 生 商 品 

社 債 発 行 費 

そ の 他 の 資 産 

有 形 固 定 資 産 
建 物 

土 地 

リ ー ス 資 産 

その他の有形固定資産 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 
リ ー ス 資 産 

その他の無形固定資産 

債 券 繰 延 資 産 

債 券 発 行 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

支 払 承 諾 見 返 
貸 倒 引 当 金 

投 資 損 失 引 当 金 

233,109

15,681

217,427

50,000

39,835
299,650

7

299,642

5,760

1,325,045

793,480
5,030

42,683

38,458

445,392

3,069,200

716
91,984

2,871,543

104,955

13,448

13,448

158,126
477

9,306

49,725

70

98,547

23,307
10,493

9,249

2,183

1,381

8,238

8,144
15

78

98

98

40,088

25,062
△ 116,233

△  8,367 純 資 産 の 部 合 計 538,890 
資 産 の 部 合 計 5,166,373 負債及び純資産の部合計 5,166,373 
手形貸付のうち金融機関貸付金 -百万円 借入金のうち金融機関借入金 35,600百万円 
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    損益計算書 
 

 （単位：百万円）

 科 目 金 額 
経 常 収 益 140,784
資 金 運 用 収 益 87,040
貸 出 金 利 息  59,671   
有 価 証 券 利 息 配 当 金  20,982   
コ ー ル ロ ー ン 利 息  107   
債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息  77   
預 け 金 利 息  116   
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息  3,960   
そ の 他 の 受 入 利 息  2,124   

役 務 取 引 等 収 益 13,942
受 入 為 替 手 数 料  220   
そ の 他 の 役 務 収 益  13,721   

特 定 取 引 収 益 16,107
商 品 有 価 証 券 収 益  0   
特 定 金 融 派 生 商 品 収 益  16,107   

そ の 他 業 務 収 益 22,710
国 債 等 債 券 売 却 益  12,262   
金 融 派 生 商 品 収 益  152   
そ の 他 の 業 務 収 益  10,294   

そ の 他 経 常 収 益 984
株 式 等 売 却 益  50   
金 銭 の 信 託 運 用 益  441   
そ の 他 の 経 常 収 益  492   

経 常 費 用 135,773
資 金 調 達 費 用 42,381
預 金 利 息  25,707   
譲 渡 性 預 金 利 息  804   
債 券 利 息  11,562   
コ ー ル マ ネ ー 利 息  168   
売 現 先 利 息  60   
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息  251   
借 用 金 利 息  1,239   
社 債 利 息  1,539   
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息  997   
そ の 他 の 支 払 利 息  50   

役 務 取 引 等 費 用 991
支 払 為 替 手 数 料  122   
そ の 他 の 役 務 費 用  868   

特 定 取 引 費 用 38
特 定 取 引 有 価 証 券 費 用  38   

そ の 他 業 務 費 用 22,368
外 国 為 替 売 買 損  4,996   
国 債 等 債 券 売 却 損  363   
国 債 等 債 券 償 却  10,583   
債 券 発 行 費 用 償 却  193   
社 債 発 行 費 償 却  79   
そ の 他 の 業 務 費 用  6,152   

営 業 経 費 42,677
そ の 他 経 常 費 用 27,316
貸 倒 引 当 金 繰 入 額  12,368   
貸 出 金 償 却  10,473   
株 式 等 売 却 損  112   
株 式 等 償 却  43   
そ の 他 の 経 常 費 用  4,319   

経 常 利 益 5,011
特 別 利 益 1,272
固 定 資 産 処 分 益  0   
償 却 債 権 取 立 益  488   
オ フ バ ラ ン ス 取 引 信 用 リ ス ク 引 当 金 戻 入 益  783   

特 別 損 失 67
固 定 資 産 処 分 損  67   

税 引 前 当 期 純 利 益 6,216
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 64
法 人 税 等 調 整 額 △ 1,493
法 人 税 等 合 計 △ 1,428
当 期 純 利 益 7,644

 

平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで
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記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

重要な会計方針 

１．特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

 金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の

格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、

取引の約定時点を基準とし、貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上する

とともに、当該取引からの損益（利息配当金、売却損益及び評価損益）を損益計算書上「特定

取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

 特定取引資産及び特定取引負債の評価は、時価法により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価は、売買目的有価証券（特定取引勘定で保有しているものを除く）につい

ては時価法（売却原価は移動平均法により算定）、満期保有目的の債券については移動平均

法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動

平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等

に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価を把握することが極め

て困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

 ただし、投資事業有限責任組合、民法上の組合及び匿名組合等への出資金については、主

として、組合等の直近の事業年度の財務諸表及び事業年度の中間会計期間に係る中間財務諸

表に基づいて、組合等の純資産及び純損益を当行の出資持分割合に応じて、資産及び収益・

費用として計上しております。 

 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（追加情報） 

 当事業年度末における変動利付国債の時価については、「金融資産の時価の算定に関する

実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第25号平成20年10月28日）を考慮し、

合理的に算定された価額によっております。これにより、市場価格により評価した場合と比

べ、「国債」は8,543百万円増加、「繰延税金資産」は3,476百万円減少、「その他有価証券

評価差額金」は5,066百万円増加しております。 

 なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来

キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、

国債の利回り及び同利回りのボラティリティが主な価格決定変数であります。 

(2) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(1) と同じ方法によ

り行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 有形固定資産の減価償却は、建物については定額法、その他については定率法を採用して
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おります。 

 主な耐用年数は次のとおりであります。 

建  物：15年～50年 

そ の 他：５年～15年 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 無形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェア

については、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

(3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中

のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額に

ついては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外の

ものは零としております。 

５．繰延資産の処理方法 

 繰延資産は、次のとおり償却しております。 

(1) 「債券繰延資産」のうち「債券発行費用」は債券の償還期間にわたり定額法により償却し

ております。 

(2) 「その他資産」のうち「社債発行費」については社債の償還期間にわたり定額法により償

却しております。 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社・子法人等株式及び関

連法人等株式を除き、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の償却及び貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり処理し

ております。 

 破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」とい

う。）及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権につ

いては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控除した残額

を取立不能見込額として債権額から直接減額しております。なお、当決算日現在、取立不能

見込額として直接減額した金額は59,381百万円であります。 

 現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証等による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的

に判断し必要と認めた額を貸倒引当金として計上しております。ただし、債権の元本の回収

及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権について

は、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割り引いた金額と帳簿価額との差額を貸

倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。 
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 上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した予想損失率

に基づき、貸倒引当金を計上しております。ただし、今後の管理に注意を要する債務者で与

信額が一定額以上の大口債務者については、キャッシュ・フロー見積法により、予想損失を

見積もり、必要に応じて、予想損失率による引当額に追加して貸倒引当金を計上しておりま

す。 

 なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を

特定海外債権引当勘定として計上することとしております。 

 すべての債権は、内部格付規則及び自己査定基準等に基づき、営業関連部署が債務者区分

と整合的な内部格付について常時見直しを実施し、審査部署が承認を行うとともに、営業関

連部署及び審査部署から独立した検証部署が、抽出により検証を実施しております。 

 上記手続きによる事業年度末時点の債務者区分に従い、営業関連部署が必要な償却・引当

額を算定し、検証部署が償却・引当額の最終算定並びに検証を行っております。 

(2) 投資損失引当金 

 投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を

勘案して必要と認められる額を計上しております。 

(3) 賞与引当金 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額

のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理

計算上の差異の損益処理方法は以下のとおりであります。 

過 去 勤 務 債 務 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（９年）

による定額法により損益処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益

処理 

（会計方針の変更） 

 当事業年度末から「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準

第19号平成20年７月31日）を適用しております。 

 なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当事業年度

の財務諸表に与える影響はありません。 

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰

労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しており

ます。 
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(6) オフバランス取引信用リスク引当金 

 オフバランス取引信用リスク引当金は、貸出金に係るコミットメントライン契約等の融資

未実行額に係る信用リスクに備えるため、貸出金と同様に自己査定に基づき、予想損失率又

は個別の見積もりによる予想損失額を計上しております。 

８．リース取引の処理方法 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月１日前に

開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっており

ます。 

９．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

 金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金

融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査

委員会報告第24号平成14年２月13日）に規定する繰延ヘッジによっております。相場変動を

相殺するヘッジについてのヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象となる預金・貸

出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのう

え特定し評価しております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第25号平成14年７月29日）に規定する繰延ヘッジによっております。 

 ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する

目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である

外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認す

ることによりヘッジの有効性を評価しております。 

 また、外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前に

ヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベース

で取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に、包括ヘッジとして時価ヘッジを

適用しております。 

(3) 内部取引等 

 デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間の内部取引については、

ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第24号及び同報告第25号に基づき、恣意性を排除し厳格

なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っているため、

当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認

識又は繰延処理を行っております。 

10．消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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会計方針の変更 

（金融商品に関する会計基準） 

 当事業年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号最終改正平成20年３月10

日）を適用しております。 

 これにより、従来の方法に比べ、「買入金銭債権」は5,189百万円減少、「金銭の信託」は851百

万円増加、「有価証券」は8,455百万円減少、「繰延税金資産」は936百万円増加、「貸倒引当金」

は5,780百万円減少、「投資損失引当金」は6,602百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は

1,365百万円減少し、「経常利益」及び「税引前当期純利益」は、それぞれ1,892百万円増加してお

ります。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式（及び出資額）総額 31,478百万円 

２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）、使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有

価証券はありません。 

 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価証券、現先取引並びに現

金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券及びデリバティブ取引の担保として受け

入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する

有価証券で、（再）担保に差し入れている有価証券及び再貸付けに供している有価証券はなく、

当事業年度末に当該処分をせずに所有しているものは28,409百万円であります。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は40,249百万円、延滞債権額は88,428百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事

由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった

貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法

人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同

項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権に該当するものはありません。 

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅

延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は42,003百万円であります。 

 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の

減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ

た貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
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６．破綻先債権額、延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は170,681百万円であります。 

 なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。また、当

事業年度より、子法人等向け資産担保ローンの裏付資産に係る債権額（延滞債権24,749百万

円）を含めて表示しております。 

７．手形割引は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理

しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処

分できる権利を有しておりますが、その額面金額は716百万円であります。 

８．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会

報告第３号に基づいて、参加者に売却したものとして会計処理した貸出金の元本の期末残高の

総額は、67,826百万円であります。 

９．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 306,142百万円 

貸出金 256,996 

その他の資産 36,150 

担保資産に対応する債務 

コールマネー 80,000百万円 

債券貸借取引受入担保金 103,825 

借用金 230,600 

 上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用とし

て、現金預け金1,652百万円、有価証券100,107百万円及びその他の資産6,978百万円を差し入

れております。 

10．当座貸越契約及び貸出金に係るコミットメントライン契約等は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を

貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、365,663百

万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが302,319百万円あります。 

11．有形固定資産の減価償却累計額 20,623百万円 

12．有形固定資産の圧縮記帳額 844百万円 

13．「有価証券」中の「社債」のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による

社債に対する当行の保証債務の額は6,998百万円であります。 

14．１株当たりの純資産額 239円16銭 

15．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部等については、所有権移転外ファ

イナンス・リース契約により使用しております。 

16．関係会社に対する金銭債権総額 377,552百万円 

17．関係会社に対する金銭債務総額 21,113百万円 
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18．銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

 剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定

にかかわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を利益

準備金として計上しております。 

 当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は433百万円であります。 

 当行の定款に定めるところにより、平成10年３月31日発行の第四回優先株式所有の株主に対

しては、優先配当金（１株につき年10円）、平成12年10月４日発行の第五回優先株式所有の株

主に対しては、優先配当金（１株につき年７円44銭）を超えて配当することはありません。 

19．銀行法施行規則第19条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準）は、

14.09％であります。 

 

（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 15,191百万円 

資金運用取引に係る収益総額 8,865 

役務取引等に係る収益総額 1,207 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 5,118 

関係会社との取引による費用 4,602百万円 

資金調達取引に係る費用総額 11 

役務取引等に係る費用総額 196 

特定取引に係る費用総額 936 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額 3,457 

関係会社とのその他の取引（資産の譲渡等）に係る取引高 

 23,978百万円 

２．１株当たり当期純利益金額 3円66銭 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 3円54銭 

４．関連当事者との取引について記載すべき重要なものは、次のとおりであります。 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 記載すべき重要なものはありません。 

 

(2) 子会社及び関連会社等 

属 性 会社等の名称 
議決権の所有
（被所有）割合 

関連当事者との関係 取 引 内 容 
取引金額
(百万円)

科 目 
期末残高
(百万円) 

資金貸付（注２） 66,373 貸出金(証書貸付) 66,373
子法人等 

AZB CLO 1  
Limited（注１） 

－ 資 金 貸 付
利息の受取 1,976 未 収 収 益 92

資金貸付（注２） 91,801 貸出金(証書貸付) 91,801
子法人等 

AZB CLO 2  
Limited（注１） 

－ 資 金 貸 付
利息の受取 1,981 未 収 収 益 252

資金貸付（注２） 49,350 貸出金(証書貸付) 49,350
子法人等 

AZB CLO 3  
Limited（注１） 

－ 資 金 貸 付
利息の受取 1,979 未 収 収 益 265
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（注１）AZB CLO 1 Limited、AZB CLO 2 Limited及びAZB CLO 3 Limited（以下「AZB CLO各社」と

いう。）は、当行の資金調達を目的として設立された特別目的会社であります。 

（注２）AZB CLO各社は、保有する貸出金を裏付けとした資産担保証券（以下「AZB CLO Notes」と

いう。）を発行しておりましたが、当事業年度においてAZB CLO Notesから資産担保ローン

（以下「AZB CLO Loan」という。）へ変更しております。AZB CLO Loanは、AZB CLO各社が

保有する貸出金を裏付資産としており、裏付資産から発生する収益を原資として、市場変動

金利に連動した約定金利及び実績配当の形で利息が支払われるものであります。当事業年度

末現在、当行はAZB CLO Loan全額を保有しており、そのためAZB CLO各社の損益の全てが当

行に帰属するものです。 

（注３）上記の他、当事業年度中に子法人等である合同会社シェルティーとの間で、当行の資金調

達を目的とする証券化取引を実施しております。当行は、当事業年度中における２回の証券

化において、保有していた貸出金合計128,335百万円を信託受益権化した上で同社にそのう

ち合計96,996百万円を譲渡するとともに、同社は信託受益権を裏付けとした資産担保証券を

発行し、当行は、当該資産担保証券の全額を取得し保有しました。また、当該取引は、金融

商品会計基準における資産の消滅の認識の要件を満たさないことから、会計上譲渡を認識せ

ず、貸借対照表上は貸出金としての取扱いを継続しております。 

 

(3) 兄弟会社等 

 記載すべき重要なものはありません。 

 

(4) 役員及び個人主要株主等 

 記載すべき重要なものはありません。 

 

（有価証券関係） 

 貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「買入金銭債権」

中の信託受益権の一部が含まれております。 

１．売買目的有価証券（平成22年３月31日現在） 

 該当ありません。 

２．満期保有目的の債券（平成22年３月31日現在） 

 該当ありません。 

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成22年３月31日現在） 

 時価のあるものは、該当ありません。 
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４．その他有価証券（平成22年３月31日現在） 

 時価のあるものは、以下の通りです。 

 種 類 
貸借対照表計上額

(百万円) 
取 得 原 価 
（百万円） 

差 額 
（百万円） 

株式 415 277 138 

債券 388,562 382,163 6,398 

国債 367,089 360,964 6,124 

地方債 4,433 4,336 97 

社債 17,039 16,862 176 

その他 60,159 55,395 4,764 

外国債券 32,094 31,613 480 

その他 28,065 23,781 4,283 

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

小計 449,137 437,836 11,301 

株式 748 908 △  160 

債券 452,632 453,501 △  868 

国債 426,391 427,000 △  609 

地方債 597 600 △   3 

社債 25,644 25,899 △  255 

その他 292,117 298,555 △ 6,437 

外国債券 232,259 237,004 △ 4,745 

その他 59,857 61,550 △ 1,692 

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

小計 745,498 752,965 △ 7,466 

合計 1,194,635 1,190,801 3,834 

 

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31

日） 

 該当ありません。 
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６．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 売 却 額（百万円） 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

株式 3,450 50 112 

債券 1,148,526 5,608 190 

国債 1,125,075 5,530 180 

地方債 8,000 56 9 

社債 15,450 21 － 

その他 279,468 5,101 151 

外国債券 269,226 5,098 151 

その他 10,242 2 － 

合計 1,431,445 10,760 454 

７．保有目的を変更した有価証券 

 売買目的有価証券41,383百万円の保有区分を変更し、その他有価証券に区分しております。

この結果、「経常利益」及び「税引前当期純利益」はそれぞれ3,788百万円減少しております。 

８．減損処理を行った有価証券 

 売買目的有価証券以外の時価のある有価証券について、有価証券の発行会社の区分毎に時価

が著しく下落したと判断する基準を設け、当該有価証券の期末時価が著しく下落したと判断さ

れた場合、回復の見込みがあると認められる場合を除き、減損処理を行っております。 

 当事業年度における減損処理額は、10,626百万円（うち、買入金銭債権3,844百万円、株式

43百万円、社債899百万円、外国債券5,838百万円）であります。 

 なお、時価が著しく下落したと判断する基準は、原則として、当該有価証券の期末時価が、

取得原価または償却原価のおおむね50％を下回っている場合をいい、有価証券の発行会社の区

分が以下のものについては、償却引当基準等において、次のとおり定めております。 

 破綻先、実質破綻先、破綻懸念先   時価が取得原価に比べて下落 

 要注意先              時価が取得原価に比べて30％程度以上下落 

 正常先               時価が取得原価に比べて50％程度以上下落 

 但し、債券のうち発行会社の区分が正常先であるものについては、時価が取得原価に比べて

30％程度以上下落した場合は、著しく下落したものと判断しております。 

 また、上記の基準に該当しない場合であっても、時価が一定水準以下で推移しているような

銘柄については、原則として著しく下落したものと判断しております。 

 なお、破綻先とは破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破

綻先とは破綻先と同等の状況にある発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破綻の状況にないが

今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注意先とは今後の管理に注意を

要する発行会社であります。また、正常先とは、破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意



 

－  － 
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先以外の発行会社であります。 

 なお、当事業年度において、時価のあるその他有価証券のうち、処分予定のものについて、

評価差損74百万円を損失処理しております。 

 

（金銭の信託関係） 

１．運用目的の金銭の信託（平成22年３月31日現在） 

 貸 借 対 照 表 計 上 額 （百 万 円） 当事業年度の損益に含まれた評価差額(百万円) 

運用目的の金銭の信託 3,361 － 

２．満期保有目的の金銭の信託（平成22年３月31日現在） 

 該当ありません。 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成22年３月31日現在） 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
取 得 原 価
（百万円） 

差 額
（百万円） 

うち貸借対照表計上額が 
取 得 原 価 を 超 え る も の 

（百万円） 

うち貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

（百万円） 

そ の 他 の 
金銭の信託 2,398 1,546 851 851 － 

（注）１．時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。 

２．「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの」は、それぞれ「差額」の内訳であります。 

 

 



 

－  － 
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（税効果会計関係） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産 

 貸倒引当金損金算入限度超過額 60,604百万円

 退職給付引当金損金算入限度超過額 6,246 

 減価償却超過額 4,621 

 有価証券償却超過額 42,046 

 税務上の繰越欠損金 63,155 

 その他 20,473 

 繰延税金資産小計 197,147 

 評価性引当額 △152,988 

 繰延税金資産合計 44,159 

 繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △ 1,822 

 繰延ヘッジ損益 △ 2,247 

 繰延税金負債合計 △ 4,070 

 繰延税金資産の純額 40,088百万円

 


